
○岩国市野外活動センター使用料規則 

平成22年12月22日規則第36号 

改正 

平成26年４月１日規則第34号 

平成29年７月７日規則第37号 

令和元年10月１日規則第63号 

岩国市野外活動センター使用料規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、岩国市野外活動センター条例（平成18年条例第281号。以下「条例」

という。）の規定に基づき、岩国市野外活動センター（以下「センター」という。）の

設備及び器具の使用料並びに使用料の取扱いに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（設備器具使用料） 

第２条 条例別表第４第１項第１号及び第２項に規定するセンターの設備及び器具の使用

料は、別表第１のとおりとする。 

（使用料の減免） 

第３条 条例第９条第２項の規定による使用料の減免は、別表第２に定めるところによる。

ただし、別表第１に定めるセンターの設備器具使用料は、次に掲げる場合を除き、減免

の対象としない。 

(１) 市が主催して行う事業のために利用する場合 

(２) 前号に掲げる場合のほか、市長が特に必要があると認める場合 

２ 前項の規定により使用料を減額した場合において、減額後の金額に10円未満の端数が

生じたときは、その端数を切り捨てるものとする。 

３ 第１項に規定する使用料の減免を受けようとする者は、岩国市野外活動センター条例

施行規則（平成26年規則第42号）第２条に定める野外活動センター利用（変更）許可申

請書に岩国市野外活動センター使用料減免申請書を添えて、市長に提出しなければなら

ない。この場合において、別表第２に定める事項に該当することを証する書類を添付す

るものとする。 

４ 市長は、前項の申請があったときは、使用料の減免の適否を決定し、岩国市野外活動

センター使用料減免決定通知書により当該申請者に通知するものとする。 

（使用料の還付） 

第４条 条例第９条第３項ただし書の規定による既納の使用料の還付額は、次に定めると

ころによる。 

(１) 利用者の責めに帰さない理由により利用できなくなったとき 全額 

(２) 利用許可の取消し又は変更を利用の日の３日前までに申し出たとき 既納の使用

料の２分の１に相当する額 

２ 前項の規定による使用料の還付を受けようとする者は、岩国市野外活動センター使用

料還付申請書を市長に提出しなければならない。 

（申請書等の様式） 

第５条 この規則に定める申請書等の様式は、別に定める。 

（補則） 



第６条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この規則は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年４月１日規則第34号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ センターの設備及び器具を利用しようとする者が、センターの設備及び器具の利用に

係る使用料をこの規則の施行の日（以下「施行日」という。）前に納付している場合に

おいて、施行日以後に当該使用料の納付に係るセンターの設備及び器具を利用するとき

は、当該利用に係る使用料の額については、この規則による改正前の使用料の額とする。 

附 則（平成29年７月７日規則第37号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和元年10月１日規則第63号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和元年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ センターの設備及び器具を利用しようとする者が、センターの設備及び器具の利用に

係る使用料をこの規則の施行の日（以下「施行日」という。）前に納付している場合に

おいて、施行日以後に当該使用料の納付に係るセンターの設備及び器具を利用するとき

は、当該利用に係る使用料の額については、この規則による改正前の使用料の額とする。 

別表第１（第２条関係） 

(１) 二鹿野外活動センターの設備器具使用料 

設備及び器具の名称 使用料（円） 単位 

キャンプ場 

テント（６人用） 942 １張 

毛布 209 １枚 

飯ごう 104 １個 

寝袋 209 １枚 

(２) 周東野外活動センターの設備器具使用料 

設備及び器具の名称 使用料（円） 単位 

テント 209１張 

毛布 209１枚 

飯ごう 104１個 

備考 

１ 設備器具の利用に係る使用料は、デイキャンプ１日又は１泊につき上記の金額と

する。 

２ 上記により算出した金額に10円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額と

する。 



別表第２（第３条関係） 

利用施設名 減免の基準 減免割合 

二鹿野外活動セ

ンター 

(１) 市が主催して行う事業のために利用するとき。 

(２) 市内の小学校、中学校又は中学校体育連盟（以下「学

校等」という。）が市と共催して行う事業のために利用

するとき。 

(３) その他市長が特別の理由があると認めるとき。 

使用料の

全額 

(１) 学校等以外の団体が市と共催して行う事業のため

に利用するとき。 

(２) 利用者の半数以上が、次のいずれかに該当する手帳

の交付を受けている団体が利用するとき。 

ア 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条

第４項の規定による身体障害者手帳 

イ 戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第168号）第４

条の規定による戦傷病者手帳 

ウ 療育手帳制度について（昭和48年９月27日厚生省発

児第156号厚生事務次官通知）の規定による療育手帳 

エ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25

年法律第123号）第45条の規定による精神障害者保健

福祉手帳 

使用料の

５割 

市の後援又は協賛を得て行う事業のために利用すると

き。 

使用料の

３割 

周東野外活動セ

ンター 

(１) 市が主催して行う事業のために利用するとき。 

(２) 市内の小学校の児童、中学校の生徒又は幼稚園若し

くは保育園の園児によって組織された団体（スポーツ関

係団体を含む。）が利用するとき。 

(３) 市内に設置された公共的団体が、市内の居住者を対

象としたスポーツ、レクリエーション活動等のために入

場料その他これに類するものを徴収しないで利用する

とき。 

(４) 身体障害者手帳、戦傷病者手帳、療育手帳又は精神

障害者保健福祉手帳の交付を受けている者が個人で利

用するとき。 

(５) その他市長が特別の理由があると認めるとき。 

使用料の

全額 

(１) 市と共催して行う事業のために利用するとき。 

(２) 利用者の半数以上が、身体障害者手帳、戦傷病者手

帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳の交付を受け

ている団体が利用するとき。 

(３) 市内に設置されたスポーツ関係団体が通常練習の

使用料の

５割 



ために利用するとき。 

市の後援又は協賛を得て行う事業のために利用すると

き。 

使用料の

３割 

備考 

１ この表において「公共的団体」とは、連合婦人会、連合青年団、小学校ＰＴＡ連

合会、中学校ＰＴＡ連合会、高等学校ＰＴＡ連合会、子ども会連合会、自治会連合

会、老人クラブ連合会及び類似団体をいう。 

２ この表において「スポーツ関係団体」とは、岩国市体育協会加盟団体、岩国市ス

ポーツ少年団、総合型地域スポーツクラブ、岩国市レクリエーション連盟加盟団体

及び類似団体をいう。 


